
― 1 ―

証券コード 2922
平成30年６月６日

　

株主の皆さまへ
東京都北区王子５丁目５番１号

代表取締役会長兼社長 名 取 三 郎
　

第70回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第70回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いた
だき、平成30年６月27日（水曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいますよう
お願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時（午前９時受付開始）
2. 場 所 東京都北区王子１丁目11番１号

北とぴあ ２階 さくらホール
（末尾の株主総会会場ご案内略図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第70期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

2. 第70期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役10名選任の件
第２号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。なお、会場の都合上、受付開始は午前９時を予定しており、それ以前の
入場はできません。
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インターネットによる開示について
●次に掲げる事項につきましては、法令及び当社定款第19条の規定に基づき、当社ホームページ
に掲載させていただきますので、本招集ご通知には記載しておりません。
・業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
　及び当該体制の運用状況の概要
・連結計算書類の連結注記表
・計算書類の個別注記表
なお、本招集ご通知添付書類及び上記の当社ホームページ掲載書類は、監査役が監査報告を、
会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査をした書類です。
●株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後
の事項を当社ホームページに掲載させていただきます。

当社ホームページ http://www.natori.co.jp/corporate/ir/
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（添付書類）

事 業 報 告
　

(平成平成2930年年４３月月１31日日からまで)
1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における国内経済は、企業収益や雇用環境の改善がみられる一方で、個人
消費は力強さを欠く状況で推移し、さらに貿易摩擦への不安や、米国株式市場の下落に端を
発した円高の進行など引き続き先行きに不透明感が広がっております。
食品業界では、お客様の嗜好の多様化により多くの新製品が投入されていますが、商品の
ライフサイクルが短くなっていることから、各企業ともその対応に追われています。おつま
み市場も例外ではなく、さらにボーダレス化も進んでいることから、厳しい環境が続いてお
ります。
この様な状況の中、当社グループは、第67期（平成27年３月期）から第70期（平成30年
３月期）までを対象期間とする４ヶ年中期経営計画「バリューイノベーション70」の最終年
度として、ビジョンである「お客様に信頼されるブランド価値の向上」を目指し、５つの戦
略である「①国内事業の拡大と海外マーケットへの挑戦」「②新たなおつまみ需要の創造」
「③着実な成長投資と高収益体質への変革」「④事業活動のサイクルを円滑化するロジスティ
クスと情報システムの構築」「⑤成長意欲に満ちあふれた社風の醸成と人材育成」に全社一
丸となって取り組んできました。
売上面においては、顧客志向を原点に、新製品の導入と市場定着を積極的に進め、各エリ
アの嗜好に合った製品の重点投入や販売促進等に引き続き取り組み増収となりました。しか
し、利益面においては、前年度の下半期以降、記録的な不漁が続く国産するめいかの状況が
更に悪化したことに加え、梅の不作等もあり、製品の規格変更などの諸施策を講じたもの
の、大幅に利益を減少させることになりました。
この結果、当連結会計年度の売上高は、454億81百万円（前年同期比4.9％増）、営業利益
は12億96百万円（同35.0％減）、経常利益は12億89百万円（同36.1％減）、親会社株主に
帰属する当期純利益は８億17百万円（同39.2％減）となりました。
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（食品製造販売事業）
売上高を製品群別に分類しますと、水産加工製品は、いか製品が減収となったものの、

巾着タイプのチーズかまぼこや、茎わかめ、スティックタイプの揚物「うまいか」などの
売上を伸ばしたことにより増収となりました。畜肉加工製品は、「３種のサラミ リッチセ
レクション」や、18本入りの「ペンシルカルパス」などのドライソーセージ製品が引き続
き好調に推移したことと、「THEおつまみBEEF 厚切ビーフジャーキー」や、「燻製ポーク
ジャーキー」などのジャーキー製品も売上に貢献したことで増収となりました。酪農加工
製品は、チーズ鱈製品の売上が全体的に伸長したことや、新製品の「チーズスティック」
などが奏功し、増収となりました。農産加工製品は、健康志向の高まりにより、食塩無添
加のナッツ製品が売上を伸ばし、増収となりました。素材菓子製品は、酸味をマイルドに
した「甘ずっぱいカリカリ梅 種ぬき」などの梅製品が好調に推移し、増収となりました。
チルド製品は、一部大手チェーンにおいてフードパック製品の導入が進んだことと、チル
ドチーズ鱈製品が売上を伸ばしたことで、増収となりました。その他製品は、新製品の
「磯貝 だし醤油焼き」などのレトルト製品と、「おつまみセレクション」などのアソート
製品が売上を伸ばし増収となりました。
　以上の結果、食品製造販売事業の売上高は451億76百万円（同4.9％増）、営業利益は
11億円（同39.0％減）となりました。
　

（不動産賃貸事業）
売上高は３億５百万円（同0.4％増）、営業利益は１億96百万円（同3.0％増）となりま

した。
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（2）セグメント別売上高の状況
セグメント別売上高の状況は下表のとおり推移いたしました。

区分

第69期
(前連結会計年度)
(平成平成2829年年４３月月１31日日からまで)

第70期
(当連結会計年度)
(平成平成2930年年４３月月１31日日からまで)

前年同期比

売上高 構成比 売上高 構成比 増減額 増減率

食
品
製
造
販
売
事
業

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

水 産 加 工 製 品 19,042 43.9 19,325 42.5 282 1.5
畜 肉 加 工 製 品 7,595 17.5 8,282 18.2 687 9.0
酪 農 加 工 製 品 8,172 18.8 8,347 18.4 175 2.1
農 産 加 工 製 品 1,258 2.9 1,664 3.7 406 32.3
素 材 菓 子 製 品 2,063 4.8 2,207 4.8 144 7.0
チ ル ド 製 品 559 1.3 834 1.8 275 49.3
そ の 他 製 品 4,369 10.1 4,513 9.9 143 3.3

計 43,060 99.3 45,176 99.3 2,115 4.9
不 動 産 賃 貸 事 業 計 304 0.7 305 0.7 1 0.4

合 計 43,364 100.0 45,481 100.0 2,116 4.9
（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（3）設備投資の状況
当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は3,411百万円であり、その主
な内容は次のとおりであります。
なお、総額にはリース契約による設備投資2,408百万円が含まれております。
① 製造設備 2,736百万円
② 情報関連機器他 258百万円
③ 営業車両他 68百万円
④ 研究開発用設備 18百万円

　
（4）資金調達の状況

埼玉第二工場設備の資金調達として、銀行から640百万円の借入を行いました。
　
（5）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。
　
（6）他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。
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（7）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

　
（8）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
　
（9）財産及び損益の状況

区 分 第 67 期
(平成27年３月期)

第 68 期
(平成28年３月期)

第 69 期
(平成29年３月期)

第 70 期
(当連結会計年度)
(平成30年３月期)

売 上 高(千円) 38,204,723 41,063,275 43,364,945 45,481,764

経 常 利 益(千円) 1,833,335 2,203,308 2,017,227 1,289,621

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 1,111,406 1,251,927 1,343,526 817,270

１株当たり当期純利益(円) 86.86 99.49 106.77 64.95

総 資 産(千円) 29,441,800 30,521,229 36,432,123 38,983,864

純 資 産(千円) 16,348,959 17,334,405 18,497,614 19,293,780

自 己 資 本 比 率(％) 55.53 56.79 50.77 49.49

１株当たり純資産 ( 円 ) 1,299.30 1,377.61 1,470.06 1,533.35

（注）1. 第67期は、売上高は前期比5.0％増、経常利益は前期比8.0％増、親会社株主に帰属する当期純利益は前
期比12.8％増となりました。

2. 第68期は、売上高は前期比7.5％増、経常利益は前期比20.2％増、親会社株主に帰属する当期純利益は
前期比12.6％増となりました。

3. 第69期は、売上高は前期比5.6％増、経常利益は前期比8.4％減、親会社株主に帰属する当期純利益は前
期比7.3％増となりました。

4. 第70期（当連結会計年度）につきましては前記「(1)事業の経過及びその成果」のとおりであります。
5. １株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均株式数により、１株当たり純資産は、期末発
行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により算出しております。
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なとりグループ　第五次４ヶ年中期経営計画
バリューアップ　イノベーション 74
（第71期 2019年３月期～第 74期 2022年３月期）

基本方針
安定的な
売上
伸長

積極的な
人材
育成

着実な
利益
成長

会社全体の
生産性
向上

５つの行動指針
変化への対応

現場主義
全体最適 業務のスピードアップ

中長期的・多面的・根本的視点

珍味売り場の売上伸長
と珍味外売り場の攻略

自らチャレンジし
レベルアップを続ける
人材の育成と
人事制度の改革

プロダクトミックスの
最適化と
利益管理の充実

工場生産効率の向上と
業務の簡素化・迅速化・
更なる IT 化推進

(10）対処すべき課題
当社グループは取り巻く環境の変化に柔軟に対応しつつ、更なる企業価値の向上を目指
し、第71期（2019年３月期）から第74期（2022年３月期）までを対象期間とする４ヶ年
中期経営計画「バリューアップ イノベーション74」をスタートさせました。
　当社グループの事業領域 “おつまみ” を取り巻く環境は、おつまみのボーダレス化、人口
減少・少子高齢化による国内市場の縮小、国産するめいか原料の記録的な不漁をはじめ、天
候不順や世界的な需要の増加等による原材料価格高騰と調達の不安定さなどを背景に、企業
間の生存競争が激しさを増しています。
なとりグループは、厳しい環境下にありますが、今後も挑戦と革新を続け、５つの行動指
針に基づき、次に掲げる基本方針を実行し、更なるイノベーションによって、おつまみの真
のNo.1企業を目指してまいります。

　
＜中期経営計画「バリューアップ イノベーション74」の骨子＞

　
(11）主要な事業内容

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社７社及び関連会社１社を連結
対象会社として構成されており、おつまみを中心とした食料品全般にわたる食品製造販売事
業及び不動産賃貸事業を主な内容として事業活動を展開しております。
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(12）主要拠点等
　 ① 当社の営業所及び工場

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
本 社 東 京 都 北 区 千 葉 千 葉 県 千 葉 市
マーケティング・Ｒ＆Ｄ開発本部 東 京 都 北 区 東 京 東 京 都 北 区
営 業 本 部 東 京 都 北 区 神 奈 川 神奈川県 綾 瀬 市
生 産 本 部 東 京 都 北 区 西 東 京 神奈川県 川 崎 市
原 材 料 調 達 本 部 東 京 都 北 区 松 本 長 野 県 松 本 市
物 流 本 部 東 京 都 北 区 長 野 長 野 県 長 野 市

［研究所］ 新 潟 新 潟 県 新 潟 市
食品総合ラボラトリー 東 京 都 北 区 静 岡 静 岡 県 静 岡 市
［工 場］ 名 古 屋 愛 知 県 名古屋市
埼 玉 工 場 埼 玉 県 久 喜 市 金 沢 石 川 県 金 沢 市
埼 玉 第 二 工 場 埼 玉 県 久 喜 市 大 阪 大 阪 府 東大阪市

［営業所］ （28営業所） 京 都 京 都 府 京 都 市
札 幌 北 海 道 札 幌 市 岡 山 岡 山 県 岡 山 市
函 館 北 海 道 北 斗 市 広 島 広 島 県 広 島 市
青 森 青 森 県 青 森 市 高 松 香 川 県 高 松 市
盛 岡 岩 手 県 盛 岡 市 福 岡 福 岡 県 福 岡 市
仙 台 宮 城 県 仙 台 市 熊 本 熊 本 県 熊 本 市
秋 田 秋 田 県 秋 田 市 鹿 児 島 鹿児島県 鹿児島市
郡 山 福 島 県 郡 山 市 ［配送センター］ （３配送センター）
水 戸 茨 城 県 水 戸 市 東 北 配 送 セ ン タ ー 宮 城 県 仙 台 市
宇 都 宮 栃 木 県 宇都宮市 首 都 圏 配 送 セ ン タ ー 埼 玉 県 加 須 市
埼 玉 埼 玉 県 蓮 田 市 関 西 配 送 セ ン タ ー 大 阪 府 東大阪市

　 ② 子会社の事業所
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

株式会社なとりデリカ 東 京 都 北 区 メイホク食品株式会社 北 海 道 北 斗 市
株 式 会 社 上 野 な と り 東 京 都 台 東 区 株 式 会 社 函 館 な と り 北 海 道 北 斗 市
株 式 会 社 全 珍 広 島 県 呉 市 名 旺 商 事 株 式 会 社 東 京 都 北 区
株 式 会 社 好 好 飲 茶 東 京 都 北 区

　 ③ 関連会社の事業所
名 称 所 在 地

南京名紅旺食品有限公司 中 国 南 京 市
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(13）使用人の状況
① 企業集団の使用人の状況

　
　

区 分 使用人数 前連結会計年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

食
品
製
造
販
売
事
業

生 産 部 門 431名 6名(増) 35.9歳 13.8年

営 業 部 門 304名 12名(減) 41.2歳 16.9年

管 理 部 門 100名 1名(減) 42.4歳 17.0年

計 835名 7名(減) 38.6歳 15.3年

不動産賃貸事業 計 1名 　－ 69.0歳 15.4年

合計又は平均 836名 7名(減) 38.7歳 15.3年
　

（注）1. 使用人数は就業人員であります。
2. 使用人数には臨時従業員（年間平均雇用人員577名）は含んでおりません。

　
② 当社の使用人の状況

　
　

区 分 使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

男 子 371名 11名(減) 42.1歳 18.8年

女 子 215名 5名(減) 33.5歳 12.3年

合計又は平均 586名 16名(減) 39.0歳 16.4年
　

（注）1. 使用人数は就業人員であります。
2. 使用人数には臨時従業員（年間平均雇用人員232名）は含んでおりません。

　
(14）重要な親会社及び子会社の状況
　 ① 親会社との関係
　 該当事項はありません。
　
　 ② 重要な子会社の状況
　　

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容
千円 ％

株 式 会 社 な と り デ リ カ 10,000 100.0 惣菜類の製造及び販売

株 式 会 社 上 野 な と り 10,000 100.0 食料品及び海産物の販売

株 式 会 社 全 珍 50,000 100.0 食料品の製造及び販売

株 式 会 社 好 好 飲 茶 10,000 100.0 食料品の販売

メ イ ホ ク 食 品 株 式 会 社 50,000 100.0 食料品の製造

株 式 会 社 函 館 な と り 10,000 100.0 食料品の製造

名 旺 商 事 株 式 会 社 20,000 100.0 包装材料の販売
　

当社の連結子会社は上記の７社であります。当連結会計年度の売上高は45,481百万円（前
期比4.9％増）、経常利益は1,289百万円（同36.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益
は817百万円（同39.2％減）であります。
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　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
　 該当事項はありません。
　
(15）主要な借入先及び借入額

借 入 先 借 入 額
千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,648,280

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,030,000

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,011,000

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 780,000

農 林 中 央 金 庫 690,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 562,500

株 式 会 社 り そ な 銀 行 163,260

(16）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様への適切かつ安定した利益還元を行うことを重要政策のひとつとして
位置づけております。また、食品メーカーとして生産性の向上、事業規模の拡大と企業体質
強化に取り組み、そのための生産設備、研究開発、情報システム等の整備・拡充の設備投資
を中長期的に行うための内部留保を維持しながら、業績動向及び１株当たり当期純利益の推
移等を総合的に勘案し、株主の皆様への利益還元を行うことを基本方針としております。
自己株式の処分・活用につきましては、資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化

に対応した機動的な資本政策を遂行するために活用するべく、検討してまいります。
当期につきましては、平成29年12月５日に中間配当として１株当たり10円を実施してお
り、期末配当10円と合計で１株当たり20円（前期18円）の利益配当を実施することといた
します。
なお、当期の配当につきましては、設立70周年記念配当２円（中間配当１円、期末配当１

円）が含まれております。
　
(17）その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 40,000,000株
(2) 発行済株式の総数 12,582,795株(自己株式2,449,414株を除く）
(3）株主数 29,855名
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率
株 ％

名 取 三 郎 674,808 5.36

名 取 雄 一 郎 544,500 4.33

な と り 取 引 先 持 株 会 539,420 4.29

な と り 社 員 持 株 会 434,660 3.45

有 限 会 社 エ ヌ ア ン ド エ フ 315,000 2.50

有 限 会 社 フ ジ ミ 屋 興 産 315,000 2.50

有 限 会 社 テ イ ー エ ヌ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 315,000 2.50

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 264,000 2.10

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 260,000 2.07

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 249,700 1.98

（注） 当社は、自己株式2,449,414株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の状況

氏 名 地 位 及 び 担 当 重要な兼職の状況

名 取 三 郎 代表取締役会長兼社長
名 取 雄一郎 代 表 取 締 役 副 社 長

経営監査・品質保証・お客様相談窓口・
情報システム担当

出 島 信 臣 取締役常務執行役員
　生産担当

山 形 正 取 締 役 執 行 役 員
　営業担当

西 村 豊 取 締 役 執 行 役 員
　マーケティング・Ｒ＆Ｄ開発担当

小 林 眞 取 締 役 執 行 役 員
　物流担当

北 見 弘 之 取 締 役 執 行 役 員
　総務人事担当

岡 崎 正 憲 取 締 役 公認会計士、
株式会社インフォメーション・
ディベロプメント社外監査役

中 尾 誠 男 取 締 役 株式会社サンテック社外取締役
竹 内 冨貴子 取 締 役
小 嶋 利 光 常 勤 監 査 役
割 出 雄 一 監 査 役 弁護士
大 野 二 朗 監 査 役
蒲 生 邦 道 監 査 役

（注）1. 取締役岡崎正憲氏、中尾誠男氏及び竹内冨貴子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま
す。

2. 監査役割出雄一氏、大野二朗氏及び蒲生邦道氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。

3. 取締役岡崎正憲氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
4. 監査役割出雄一氏は、弁護士であります。
5. 監査役蒲生邦道氏は、東洋エンジニアリング株式会社において相当の期間、経理・財務部門を所管、Ｃ

ＦＯを務めており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
6. 当社は取締役岡崎正憲氏、中尾誠男氏及び竹内冨貴子氏、監査役割出雄一氏、大野二朗氏及び蒲生邦道

氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
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（2）取締役及び監査役ごとの報酬等の総額
区 分 人 数 報酬等の額 摘 要
取 締 役 10名 181,521千円
(うち社外取締役) (3名) (17,919千円)
監 査 役 4名 12,727千円
(うち社外監査役) (3名) (7,251千円)

計 14名 194,248千円
（注）1. 上記の報酬等の額には、当事業年度に係る取締役に対する、役員賞与17,000千円（取締役７名）が含ま

れております。
2. 上記の報酬等の額には、当事業年度において計上した役員退職慰労引当金の増加額38,000千円（取締役
７名）が含まれております。

3. 上記の報酬等の額のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額37,406千円があります。
　
（3）社外役員に関する事項
　 ① 重要な兼職先と当社との関係
　 取締役岡崎正憲氏は、株式会社インフォメーション・ディベロプメントの社外監査役

を兼務しております。
　 取締役中尾誠男氏は、株式会社サンテックの社外取締役を兼務しております。
　 なお、当社は上記２社との間には取引関係はありません。
　
　 ② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

取 締 役 岡 崎 正 憲
当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、主に公認会計士としての
専門的見地から、必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、意見を述べており
ます。

取 締 役 中 尾 誠 男
当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、主に企業経営などの分野
における豊かな経験と高い見識から、必要に応じ、当社の経営上有用な指
摘、意見を述べております。

取 締 役 竹 内 冨貴子
当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、管理栄養士、ダイエット
クリエイターとしての専門的見地から、必要に応じ、当社の経営上有用な指
摘、意見を述べております。

監 査 役 割 出 雄 一
当事業年度開催の取締役会13回のうち12回に、また監査役会12回のうち
11回に出席し、主に弁護士としての専門的見地から、必要に応じ、当社の
経営上有用な指摘、意見を述べております。

監 査 役 大 野 二 朗
当事業年度開催の取締役会13回の全てに、また監査役会12回の全てに出席
し、大学教授としての豊かな経験と高い見識から、必要に応じ、当社の経営
上有用な指摘、意見を述べております。

監 査 役 蒲 生 邦 道
当事業年度開催の取締役会13回の全てに、また監査役会12回の全てに出席
し、企業経営及び公益社団法人日本監査役協会常任理事等の経験と高い見識
から、必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、意見を述べております。
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　 ③ 責任限定契約の内容の概要
　 当社は、平成18年６月29日開催の第58回定時株主総会で定款を変更し、社外取締役

及び社外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。
　当該定款に基づき当社が社外取締役及び社外監査役全員と締結した責任限定契約の内
容の概要は以下のとおりであります。
　社外取締役及び社外監査役は、本契約締結後、その職務を行うにあたり善意でかつ重
大なる過失がない場合には、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とし
て当社に対し損害賠償責任を負担するものとします。

4. 会計監査人に関する事項
（1）名称 三優監査法人
（2）報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 29百万円

（注）1. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、監査役会で定めた「会計監査人の報酬等の決定に関する同意の基準」に基づき、取締役、社
内関連部署及び会計監査人からの資料入手や報告の聴取を通じて、監査計画、監査内容、過年度
の監査実績や報酬見積りの算出根拠等を確認し、適切であると判断し、会社法第399条第１項の
同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記金額にはこれらの
合計額を記載しております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）解任または不再任の決定の方針
当社監査役会は、会計監査人が職務上の義務に違反し、または、職務を怠り、若しくは会

計監査人としてふさわしくない非行があるなど、当社の会計監査人であることにつき、当社
にとって重大な支障があると判断した場合には、会社法第340条の規定により会計監査人を
解任いたします。また、そのほか会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認
められる場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると監
査役会が判断した場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提出
いたします。
　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月21日 18時05分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 15 ―

5. 会社の支配に関する基本方針
　当社は、株式の大量取得を目的とする買付けが行われる場合において、それに応じるか否
かは、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えております。
　しかし、買収者から当社の基本理念やブランド、株主を始めとする各ステークホルダーの
利益を守ることは、当社の経営を預かる者として当然の責務であると考えております。
　現在のところ、当社株式の大量買付けに係る具体的な動きが近い将来発生する可能性は極
めて低いと判断しており、当社といたしましては、そのような買収者が出現した場合の防衛
策を予め定めてはおりません。
　ただし、当社株式の取引や株主の異動状況を常に注視するとともに、株式の大量取得に係
る具体的な動きが発生した場合には、直ちに最も適切と考えられる措置を講じてまいりま
す。
　なお、買収防衛策の導入につきましても、重要な経営課題の一つとして、買収行為を巡る
法制度や関係当局の判断・見解、世間の動向等を注視しながら、今後も継続して検討を行っ
てまいります。

(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成30年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 17,388,492 流 動 負 債 12,093,357
現 金 及 び 預 金 3,937,275 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,710,585
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 8,009,506 短 期 借 入 金 1,830,000
商 品 及 び 製 品 1,071,509 １年内返済予定の長期借入金 524,120
仕 掛 品 653,852 リ ー ス 債 務 781,268
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,273,138 未 払 金 2,462,703
繰 延 税 金 資 産 212,201 未 払 法 人 税 等 164,064
そ の 他 231,008 賞 与 引 当 金 323,716

役 員 賞 与 引 当 金 17,000
そ の 他 279,898

固 定 資 産 21,595,372 固 定 負 債 7,596,726
(有 形 固 定 資 産) （19,632,344） 長 期 借 入 金 3,590,920
建 物 及 び 構 築 物 10,401,831 リ ー ス 債 務 2,353,047
機 械 及 び 装 置 206,557 繰 延 税 金 負 債 69,841
工 具、 器 具 及 び 備 品 206,333 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 705,704
土 地 5,690,670 退 職 給 付 に 係 る 負 債 803,345
リ ー ス 資 産 3,126,950 資 産 除 去 債 務 5,825

( 無 形 固 定 資 産 ) （200,886） そ の 他 68,042
借 地 権 70,073 負 債 合 計 19,690,084
ソ フ ト ウ エ ア 111,941
そ の 他 18,870 (純資産の部)

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ) （1,762,141） 株 主 資 本 18,798,727
投 資 有 価 証 券 1,276,812 (資 本 金) （1,975,125）
繰 延 税 金 資 産 35,929 (資 本 剰 余 金) （2,290,923）
そ の 他 464,824 (利 益 剰 余 金) （16,628,675）
貸 倒 引 当 金 △15,425 (自 己 株 式) （△2,095,996）

その他の包括利益累計額 495,053
(その他有価証券評価差額金) （411,575）
( 為 替 換 算 調 整 勘 定 ) （90,372）
(退職給付に係る調整累計額) （△6,894）
純 資 産 合 計 19,293,780

資 産 合 計 38,983,864 負 債 純 資 産 合 計 38,983,864
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連 結 損 益 計 算 書
(平成平成2930年年４３月月１31日日からまで)

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 45,481,764
売 上 原 価 33,008,328

売 上 総 利 益 12,473,435
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,177,055

営 業 利 益 1,296,380
営 業 外 収 益
受 取 利 息 37
受 取 配 当 金 22,831
受 取 賃 貸 料 26,971
そ の 他 43,547 93,388

営 業 外 費 用
支 払 利 息 22,997
賃 貸 費 用 31,124
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 45,887
そ の 他 139 100,148
経 常 利 益 1,289,621

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,708 2,708
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,286,912
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 471,451
法 人 税 等 調 整 額 △1,809 469,641
当 期 純 利 益 817,270
親会社株主に帰属する当期純利益 817,270

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月21日 18時05分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 18 ―

連結株主資本等変動計算書
(平成平成2930年年４３月月１31日日からまで)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,975,125 2,290,923 16,050,479 △2,095,811 18,220,716
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △239,074 △239,074
親会社株主に帰属する当期純利益 817,270 817,270
自 己 株 式 の 取 得 △184 △184
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）
当 期 変 動 額 合 計 － － 578,196 △184 578,011
当 期 末 残 高 1,975,125 2,290,923 16,628,675 △2,095,996 18,798,727

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益累計額
合 計

当 期 首 残 高 312,796 84,074 △119,972 276,898 18,497,614
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △239,074
親会社株主に帰属する当期純利益 817,270
自 己 株 式 の 取 得 △184
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 98,778 6,297 113,078 218,154 218,154

当 期 変 動 額 合 計 98,778 6,297 113,078 218,154 796,165
当 期 末 残 高 411,575 90,372 △6,894 495,053 19,293,780
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貸 借 対 照 表
(平成30年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 15,810,813 流 動 負 債 11,396,508
現 金 及 び 預 金 2,750,257 支 払 手 形 122,543
受 取 手 形 115,378 買 掛 金 5,565,770
売 掛 金 7,523,973 短 期 借 入 金 1,800,000
商 品 及 び 製 品 1,141,445 １年内返済予定の長期借入金 524,120
仕 掛 品 702,838 リ ー ス 債 務 478,441
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,214,832 未 払 金 2,443,042
前 渡 金 7,213 未 払 費 用 107,442
前 払 費 用 88,282 未 払 法 人 税 等 37,298
繰 延 税 金 資 産 105,462 預 り 金 60,376
そ の 他 161,128 前 受 収 益 5,352

賞 与 引 当 金 228,954
役 員 賞 与 引 当 金 17,000
そ の 他 6,167

固 定 資 産 19,247,498 固 定 負 債 6,744,320
(有 形 固 定 資 産) （16,725,400） 長 期 借 入 金 3,590,920
建 物 9,284,549 リ ー ス 債 務 1,602,903
構 築 物 121,837 繰 延 税 金 負 債 72,343
機 械 及 び 装 置 70,454 退 職 給 付 引 当 金 704,330
工 具、 器 具 及 び 備 品 182,891 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 703,642
土 地 4,987,458 資 産 除 去 債 務 3,138
リ ー ス 資 産 2,078,208 そ の 他 67,042

( 無 形 固 定 資 産 ) （193,960） 負 債 合 計 18,140,829
借 地 権 70,073
ソ フ ト ウ エ ア 109,162 (純資産の部)
そ の 他 14,724 株 主 資 本 16,505,907

( 投資その他の資産 ) （2,328,137） (資 本 金) （1,975,125）
投 資 有 価 証 券 1,276,812 (資 本 剰 余 金) （2,290,923）
関 係 会 社 株 式 578,843 資 本 準 備 金 2,290,923
出 資 金 61,810 (利 益 剰 余 金) （14,335,855）
関 係 会 社 出 資 金 313,515 利 益 準 備 金 39,780
破 産 更 生 債 権 等 11,389 そ の 他 利 益 剰 余 金 14,296,075
長 期 前 払 費 用 9,046 固定資産圧縮積立金 837,238
そ の 他 87,567 別 途 積 立 金 8,720,000
貸 倒 引 当 金 △10,846 繰 越 利 益 剰 余 金 4,738,836

(自 己 株 式) （△2,095,996）
評価・換算差額等 411,575
(その他有価証券評価差額金) （411,575）
純 資 産 合 計 16,917,482

資 産 合 計 35,058,312 負 債 純 資 産 合 計 35,058,312
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損 益 計 算 書
(平成平成2930年年４３月月１31日日からまで)

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 43,249,554
売 上 原 価 32,665,343

売 上 総 利 益 10,584,210
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,987,796

営 業 利 益 596,413
営 業 外 収 益
受 取 利 息 36
受 取 配 当 金 372,783
受 取 賃 貸 料 68,211
経 営 指 導 料 37,704
そ の 他 23,890 502,625

営 業 外 費 用
支 払 利 息 19,849
賃 貸 費 用 62,045 81,895
経 常 利 益 1,017,143

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,483 2,483
税 引 前 当 期 純 利 益 1,014,659
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 219,111
法 人 税 等 調 整 額 10,585 229,697
当 期 純 利 益 784,962
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株主資本等変動計算書
(平成平成2930年年４３月月１31日日からまで)

(単位：千円)
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利益剰余金
資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

当 期 首 残 高 1,975,125 2,290,923 2,290,923 39,780
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
固定資産圧縮積立金の取崩
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )
当 期 変 動 額 合 計 － － － －
当 期 末 残 高 1,975,125 2,290,923 2,290,923 39,780
　

(単位：千円)
株 主 資 本
利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 844,161 8,720,000 4,186,025 13,789,967
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △239,074 △239,074
当 期 純 利 益 784,962 784,962
固定資産圧縮積立金の取崩 △6,922 6,922 －
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )
当 期 変 動 額 合 計 △6,922 － 552,810 545,887
当 期 末 残 高 837,238 8,720,000 4,738,836 14,335,855
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(単位：千円)
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △2,095,811 15,960,204 312,796 312,796 16,273,001
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △239,074 △239,074
当 期 純 利 益 784,962 784,962
固定資産圧縮積立金の取崩 － －
自 己 株 式 の 取 得 △184 △184 △184
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 98,778 98,778 98,778

当 期 変 動 額 合 計 △184 545,703 98,778 98,778 644,481
当 期 末 残 高 △2,095,996 16,505,907 411,575 411,575 16,917,482
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月８日

株式会社なとり
　 取締役会 御中

三 優 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 岩 田 亘 人 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 河 合 秀 敏 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社なとりの平成29年４月１
日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社なとり及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月８日

株式会社なとり
　 取締役会 御中

三 優 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 岩 田 亘 人 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 河 合 秀 敏 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社なとりの平成29年
４月１日から平成30年３月31日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第70期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお
り報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使
用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第
131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月９日
株式会社なとり 監査役会

常勤監査役 小 嶋 利 光 ㊞
社外監査役 割 出 雄 一 ㊞
社外監査役 大 野 二 朗 ㊞
社外監査役 蒲 生 邦 道 ㊞
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

　 第１号議案 取締役10名選任の件
　本総会の終結の時をもって取締役全員（10名）が任期満了となりますので、取締役10
名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

１

名 取
な とり

三 郎
さぶ ろう

（昭和23年１月22日生）

昭和48年７月 当社入社
昭和48年７月 当社取締役
昭和56年７月 当社常務取締役
平成４年７月 当社専務取締役
平成９年２月 当社営業本部長
平成13年６月 当社取締役副社長
平成17年１月 当社代表取締役副社長
平成17年３月 当社代表取締役社長
平成24年６月 当社代表取締役会長兼社長（現任）

＜取締役候補者とした理由＞
当社および当社グループの取締役として培ったグ
ループ経営および業界に関する幅広い経験と知
見・見識を有しており、当社グループの総合力を
活かした成長・価値向上に貢献することが期待で
きることから、引き続き取締役候補者といたしま
した。

674,808株 なし

２

名 取
な とり

雄 一 郎
ゆう いち ろう

（昭和36年６月８日生）

昭和62年２月 当社入社
平成６年４月 当社資材部長
平成７年６月 当社取締役
平成10年10月 当社市場関連本部長
平成13年１月 当社生産本部長
平成14年１月 当社原資材調達本部長
平成17年３月 当社代表取締役副社長（現任）
平成23年６月 当社経営監査部長（現任）
平成26年12月 当社品質保証室・お客様相談室

担当（現任）
平成28年３月 当社情報システム部担当（現任）

＜取締役候補者とした理由＞
当社および当社グループの取締役として培ったグ
ループ全体の経営管理・監督に関する幅広い知見
を有しており、当社グループのリスクマネジメン
トをはじめとした経営の円滑な遂行に貢献するこ
とが期待できることから、引き続き取締役候補者
といたしました。

544,500株 なし
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

３

出 島
で じま

信 臣
のぶ おみ

（昭和28年９月25日生）

昭和54年４月 当社入社
平成８年３月 当社埼玉工場長
平成14年６月 当社執行役員埼玉統轄工場長
平成16年５月 当社生産本部長
平成17年６月 当社取締役（現任）
平成18年２月 当社生産・原資材本部長
平成19年８月 当社生産本部長（現任）
平成20年６月 当社常務執行役員（現任）

<取締役候補者とした理由>
当社の執行役員として培った経営全般および食品
の生産に関する長年の経験と幅広い知見を有して
おり、当社グループの生産部門の体制の強化およ
び効率化に貢献することが期待できることから、
引き続き取締役候補者といたしました。

29,700株 なし

４

山 形
やま がた

　 正
ただし

（昭和32年１月８日生）

昭和59年４月 当社入社
平成13年９月 当社名古屋支店長
平成16年５月 当社営業本部副本部長
平成16年６月 当社執行役員（現任）
平成22年９月 当社営業本部長（現任）
平成24年６月 当社取締役（現任）

<取締役候補者とした理由>
当社の執行役員として培った経営全般および食品
の営業に関する長年の経験と幅広い知見を有して
おり、当社グループの営業部門の体制の強化およ
び効率化に貢献することが期待できることから、
引き続き取締役候補者といたしました。

2,400株 なし

５

西 村
にし むら

　 豊
ゆたか

（昭和29年７月29日生）

昭和55年４月 味の素株式会社入社
平成16年４月 同社食品カンパニー食品研究所

企画情報室長
平成18年６月 当社出向、執行役員

食品総合ラボラトリー所長
平成22年12月 大東食研株式会社出向

同社執行役員研究所長
平成26年７月 当社入社、執行役員

マーケティング･Ｒ&Ｄ開発本部長
（現任）

平成27年６月 当社取締役（現任）

<取締役候補者とした理由>
一貫して食品業界に従事し、また当社の執行役員
として培った経営全般および製品開発・マーケテ
ィングに関する長年の経験と幅広い知見を有して
おり、当社グループの製品とその販売体制の強化
および効率化に貢献することが期待できることか
ら、引き続き取締役候補者といたしました。

1,000株 なし
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

６

名 取 　 光 一 郎
な とり こう いち ろう

（昭和56年10月３日生）

平成16年４月 当社入社
平成18年８月 当社埼玉工場
平成20年５月 当社埼玉営業所長
平成26年３月 当社営業企画部副部長
平成28年３月 当社営業本部副本部長（現任）兼

営業企画部長
平成28年７月 当社執行役員（現任）

<取締役候補者とした理由>
当社の執行役員として培った経営全般および食品
の営業に関する経験と知見を有しており、当社グ
ループの営業部門の体制の強化および効率化に貢
献すること、さらに若手として将来にわたりその
活躍を期待できることから取締役候補者といたし
ました。

16,400株 なし

７

北 見
きた み

弘 之
ひろ ゆき

（昭和27年10月９日生）

昭和51年４月 商工組合中央金庫入庫
平成15年３月 同金庫市場営業部長
平成16年３月 当社出向、財務部長
平成16年５月 当社経営企画部長
平成16年６月 当社取締役執行役員（現任）
平成18年２月 当社人事部長
平成19年11月 当社入社
平成23年４月 当社総務人事本部長（現任）

<取締役候補者とした理由>
当社の執行役員として培った経営全般および経営
管理に関する長年の経験と幅広い知見を有してお
り、当社グループの総務・人事部門の体制の強化
および効率化に貢献することが期待できることか
ら、引き続き取締役候補者といたしました。

6,600株 なし

８

岡 崎
おか ざき

正 憲
まさ のり

（昭和24年６月17日生）

平成５年３月 公認会計士登録
平成６年６月 三優監査法人社員（役員）登録
平成13年10月 公認会計士岡崎正憲事務所開業

（現職）
平成14年６月 当社社外監査役
平成15年６月 当社社外取締役（現任）
平成15年６月 株式会社インフォメーション・

ディベロプメント社外監査役
（現職）

<社外取締役候補者とした理由>
長年にわたる公認会計士として専門的知識を有し、
社外取締役としての職務を適切に遂行することが
できるものと判断したため、引き続き社外取締役
候補者といたしました。

0株 なし
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

９

中 尾
なか お

誠 男
まさ お

（昭和18年２月16日生）

昭和40年４月 三菱油化株式会社入社
平成８年７月 三菱化学エンジニアリング株式

会社取締役
平成11年６月 同社常務取締役
平成15年６月 同社専務取締役
平成16年６月 同社常勤監査役
平成18年６月 当社社外監査役
平成19年６月 当社社外取締役（現任）
平成26年６月 株式会社サンテック社外取締役

（現職）
<社外取締役候補者とした理由>
長年にわたり三菱化学エンジニアリング株式会社
の経営に携わり、その幅広く高度な経営について
の知識、経験等に基づき、社外取締役としての職
務を適切に遂行することができるものと判断した
ため、引き続き社外取締役候補者といたしました。

2,000株 なし

10

竹 内 　 冨 貴 子
たけ うち ふ き こ

（昭和26年10月８日生）

昭和53年２月 株式会社カロニック・ダイエッ
ト・スタジオ設立
代表取締役（現職）

平成７年４月 女子栄養大学短期大学部講師
（現職）
香川栄養専門学校講師
東京ＹＭＣＡ国際ホテル専門学校
講師

平成13年４月 ＮＰＯ法人良い食材を伝える会
理事（現職）

平成27年６月 当社社外取締役（現任）
<社外取締役候補者とした理由>
管理栄養士、ダイエットクリエイターとして長年
にわたり実践的な料理の研究活動に携わり、その
食についての豊富な経験と専門知識等に基づき、
社外取締役としての職務を適切に遂行することが
できるものと判断したため、引き続き社外取締役
候補者といたしました。

0株 なし

　

（注）1. 取締役候補者のうち、岡崎正憲氏、中尾誠男氏及び竹内冨貴子氏は、会社法施行規則第２条第３項第７
号の社外取締役候補者であります。また、当社は岡崎正憲氏、中尾誠男氏、竹内冨貴子氏を株式会社東
京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員として届け出ており、原案どおり選
任された場合は、３氏を引き続き独立役員とする予定であります。

2. 岡崎正憲氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社子会社の監査役であります。当社は同氏との間で、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しております。同氏の
再任が承認された場合、当社は同氏との間の上記責任限定契約を継続する予定であります。なお、同氏
の社外取締役就任期間は本総会終結の時をもおって15年となります。

3. 中尾誠男氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社は同氏との間で、会社法第425条第１項に定める
最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合、当社は
同氏との間の上記責任限定契約を継続する予定であります。なお、同氏の社外取締役就任期間は本総会
終結の時をもって11年となります。

4. 竹内冨貴子氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社は同氏との間で、会社法第425条第１項に定め
る最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合、当社
は同氏との間の上記責任限定契約を継続する予定であります。なお、同氏の社外取締役就任期間は本総
会終結の時をもって３年となります。
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　 第２号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会の終結の時をもって取締役を退任される小林眞氏及び監査役を退任される割出雄
一氏に対し、それぞれの在任中の労に報いるため、当社所定の基準による相当額の範囲内
で退職慰労金を贈呈したいと存じます。
　なお、その具体的な金額、贈呈の時期及び方法等は、退任取締役につきましては取締役
会に、退任監査役につきましては監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
　
　退任取締役及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。
氏 名 略 歴

小 林 眞 平成18年６月 当社取締役（現任）

割 出 雄 一 平成15年６月 当社監査役（現任）

以 上
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〈メ モ 欄〉
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サンスクエア
東武ストア
サンスクエア
東武ストア

北口北口
歩道橋歩道橋

都電荒川線
王子駅前駅
都電荒川線
王子駅前駅

ＪＲ王子駅ＪＲ王子駅

りそな銀行りそな銀行

地下鉄南北線
王子駅
５番出口

地下鉄南北線
王子駅
５番出口

みずほ銀行みずほ銀行

三菱
ＵＦＪ銀行
三菱
ＵＦＪ銀行

バス
ターミナル
バス
ターミナル

北
本
通
り

至
　
大
宮

至
　
東
京

明
治
通
り

北とぴあ

株主総会会場ご案内略図
　
会 場 東京都北区王子１丁目11番１号
　 北とぴあ ２階 さくらホール
　
交通機関 ① 東京メトロ南北線王子駅５番出口 徒歩１分
　 ② ＪＲ京浜東北線王子駅北口 徒歩２分
※受付開始は午前９時を予定しております。
※駐車スペースが限られておりますのでお車でのご来場はご遠慮願います。
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